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フード連合２００７春季生活闘争基本構想
Ⅰ．取り巻く情勢

１．好調を持続する企業・経済情勢
・日本の景気は回復を続けており、2006年度は実質2％を上回る経済成長が見込まれている。
過去３年間の実質成長率は、05年度3.2％、04年度1.7％、03年度2.3％となっており、中期的にみても実質成長率は２％を上回るものと思われる。

・企業業績は、ばらつきがあるものの、５年連続の増益見通し。日経新聞がまとめた06年４～６月期の連結業績は、経常利益が前年同期に比べ15％増加した。
・2006年度の設備投資計画（経済産業省）は、前年度比15.2％の増加、なかでも製造業は４年連続２ケタの伸びで24.3％増加。

・消費者物価は、東京の９月の速報値は0.4％の上昇。８月の全国は0.9％の上昇。民間エコノミストの06年度の見通しは0.6％程度の上昇と見ている。

・勤労者世帯の消費支出は、実質で２～３％の減少で推移している。実質可処分所得は、7月が一時金の伸び等でプラスとなったものの、それ以外の月はマイナスで推移。

・海外経済は、アメリカでは個人消費等の伸びは緩やかになっているものの、景気は拡大している。アジアでは中国等で景気拡大が続いている。ユーロ圏では景気は回復している。

２．格差が拡大する勤労者生活

・完全失業率は高水準ながらも低下傾向にあり、８月は4.1％となった。また、８月の有効求人倍率は、前月比でわずかに下がり1.08倍となった。雇用情勢は、改善されつつあるが、非典型労働者の増加などによるものであり問題である。
・国民基礎調査（厚労省）によれば、生活意識について「苦しい（大変苦しい＋やや苦しい）」と答えた世帯数の割合は年々増加し、05年は56.2％に達した。なかでも、児童のいる世帯は60.1％が「苦しい」と答えている。

・民間給与の実態（国税庁）から給与階級（年間収入）の分布を05年とその5年前を比較すると、300万円以下の層が増加し、300万円超の層が減少している。

・06年版労働経済白書によると、男性一般労働者の30～40歳台で賃金格差が拡大。また、男性労働者の学歴間賃金格差は長期的に拡大傾向にあると指摘している。

・被生活保護世帯は、2000年度は約75万世帯であったものが、05年度は約104万世帯に増加している。

・年金保険料の引き上げや定率減税の廃止などの負担増が既に決まっており、さらなる増税や負担増・給付減（可処分所得の減少）の動きもはじまっている。

・規模間、業種間の賃金格差拡大が続いている。また、パート・有期契約・派遣・請負等の労働者は増加し続け、雇用形態別の格差が依然として拡大している。

・年間総実労働時間（毎勤統計）は、年々減少し05年では1802時間となったが、これはパート労働者（1140時間）の増加が影響しており、一般労働者では2028時間となっている。また、週60時間以上働く人の割合は12.2％となっているが、なかでも30代男性は23.7％の人が週60時間以上働いており、労働時間も長短の２極化が見られる。
３．マクロで見た配分の歪み

・好調な企業業績が消費に結びつかず低迷しているが、その原因の一つに分配率の問題がある。マクロでみた労働分配率は、97年以降低下が続き05年は59.8％（97年は66.0％）にまで低下した。逆に企業への分配率は、18.6％から26.1％まで上昇している。

・法人企業統計（資本金10億円以上の企業）から見た付加価値分配率も、勤労者に対する分配率の低下が見られる。01年と05年を比較すると、配当は2.8倍、役員給与・賞与は1.9倍に増加しているのに対し、付加価値に占める人件費は6.7％減少している。なお、人件費比率の低下は、正規従業員の減少とパート・契約・派遣・請負労働者などの増加も背景にある。
４．食品企業の状況
・05年度食品製造業全体の売上高は減少したが経常利益は微増で推移している。また、中小企業の０５年度実績では売上高、経常利益ともに増収増益と改善している。
	
	売　上　高
	経　常　利　益

	
	04年度
	05年度
	06年計画
	04年度
	05年度
	06年計画

	全規模
	0.8
	-1.5
	0.7
	8.7
	0.6
	0.8

	大企業
	0.8
	-2.3
	2.4
	15.4
	-3.9
	1.1

	中堅企業
	4.4
	-3.1
	-3.3
	4.6
	4.5
	0.6

	中小企業
	-1.7
	1.7
	0.1
	-9.9
	15.9
	0.1


　出所：日銀短観（9月）

５．食品労働者の賃金水準

　　・フード連合の2006春季生活闘争後の算定基礎額(平均ベース)は、全体300,405円、主要(300人以上)310,831円、主要以外(300人未満)245,558円と規模により格差が見られる。
・厚生労働省｢賃金構造基本統計調査｣による製造業・中分類での比較では、食品労働者の賃金水準は一部には高いところもあるが、2005年産業別の所定内賃金比較によると食料品製造業(飲料飼料たばこを除く)は20業種中17番目で、産業計を100としたパーシェ指数(性、学歴、年齢、勤続構成同一条件)でも87.9と相対的には依然として低水準にある。

Ⅱ．２００7春季生活闘争の基本的な考えと取り組み

１．2007春季生活闘争の基本スタンスと枠組み

(1)連合の基本スタンスと枠組み

連合は春季生活闘争の役割について、労働者の生活の維持・向上をめざし、社会的な分配のあり方に労働組合として関与することによって、マクロ経済への影響力を発揮し、拡大した格差を是正することである。このため連合は社会的メッセージを発信する。

2007春季生活闘争では、マクロで見た配分の歪みの是正と配分のあり方を見直しのため、下記の課題に積極的に取り組むとしている。
①マクロの視点に立った基本的な考え方として、実質１％以上の成果配分を通じて労働分配率の改善を行う。

②月例賃金を重視した賃金改善に積極的に取り組む。

③未組織を含む全雇用労働者を視野に入れた配分のあり方を見直す必要がある。このため、中小企業労働者やパート労働者等など、所得が低い層を重視した全体の底上げをはかる。
④仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）をはかるため、総実労働時間の短縮に向けた取り組みを強化する。
※　一人あたりの実質ＧＤＰの伸び率（実質生産性）は、年によって違いがあるが長期的なトレンドで見ると１％強となっている。
(2)すべての組合が取り組む課題（07年のミニマム運動課題）
①「賃金カーブ維持分」と「物価上昇分」を確保したうえで、賃金改善に取り組む
②規模間や男女間等の格差是正、均等待遇の実現に向け継続的に取り組む。
③全従業員対象の企業内最低賃金を協定化する。
④長時間労働の削減に向けて、出退勤時間管理の徹底、労働時間の把握方法等について労働時間管理の協定化と、時間外割増率30％、休日割増率40％の達成をめざす。
※　(2)についてはさらに具体化に向け検討する。
　
(3)フード連合の基本スタンス

フード連合は、食品労働者全体の労働条件の底上げと交渉結果の波及をめざすために、2007春季生活闘争の取り組みにこうした連合の考え方を反映させる。
加盟組合は、フード連合の掲げた方針を踏まえ要求に結集し、すべての組合が賃金改善要求を通じて、賃金引き上げ原資の獲得をめざし積極的に取り組むこととする。

２．フード連合の統一要求課題

　　　フード連合は、連合が示すミニマム課題に取り組むことを前提として下記の５つの統一要求課題にすべての加盟組合が取り組むこととする。

　　

（１）「賃金改善による賃金の引き上げ」

（２）｢一時金の安定確保｣

（３）｢時間外削減に向けた時間外割増率の引き上げ｣

（４）｢最低賃金の協定化に向けた取り組み｣

（５）｢パート等の組織化と処遇改善｣
≪統一要求課題の基本的な考え方≫
●賃金改善による賃金引上げ要求については、物価上昇分に加え、相対的に食品産業の低位な賃金水準の実態を踏まえ、絶対水準を重視した賃金改善によって、拡大する格差の是正と賃金の底上げに積極的にとりくみ、昨年を上回る賃金改善分の引き上げを求めていくこことする。
とりわけ、格差是正が急務となっている中小・地場を中心とした単組の取り組みとして、フード連合の300人以下の加盟組合の平均賃金ベースなどを基本とした「絶対水準」を求め、その格差是正分としての賃金引上げ幅を目安として示す。また、年収の確保を下支えしていく観点から、年収ベースでの賃金の引き上げ額を参考として示していくこととする。

●一時金の要求については、年間6ヶ月をこれまで同様基本とするなかで、最低でも年間4ヶ月を確保していくこととする。

●時間外労働の削減に向けた時間外割増率の引き上げについては、国際的にも低い法定割増率25％のままでは雇用も増えず、恒常的な時間外労働の削減にもつながらない。また、時間外労働・休日労働は通常の労働とは違う特別の労働を労働者に課すものでもあり、使用者に対するペナルティ的要素を持つものであることを明確にしていく必要がある。

●最低賃金の取り組みについては、昨年に引き続き最低賃金の協定化に向けた取り組みが一歩でも前進するよう、段階的な取り組みを行うこととする。そのためには、それぞれの単組の取り組み経過や実情に応じ、段階的に前進させていけるよう提起していくこととする。

●パートの組織化と処遇改善については、賃金引上げ以外に福利厚生を含めた均等待遇の取り組みを掲げるとともに、フード連合の組織化方針に基づいて組織化の推進が図られるよう課題として提起する。

３．統一要求課題の具体的考え方

（１）｢賃金改善による賃金の引き上げ｣の取り組み


①賃金カーブ（体系）維持分と物価上昇分を確保した上で、生活向上分としてのベースアップや格差是正、賃金カーブの是正、低賃金層の底上げ等によって、昨年を上回る積極的な「賃金改善」を求めていくこととする。具体的な賃金改善分の指標等については今後の討議を踏まえ闘争方針で示していくこととする

②賃金改善の扱い（定義など）については、今後の討議を踏まえ整理していくこととする。

③賃金カーブ維持分の算定が困難な組合や、定昇制度等がないなど、率や額での算出が困難な場合は、フード連合加盟組合300人以下の絶対水準の平均賃金ベースを基本に、格差是正分を算出し、その引き上げ原資を求めていく。

④年収の確保を下支えしていく観点から、年収ベースでの賃金の引き上げ額を参考として示していくこととする。

具体的な要求指標については闘争方針の中で示していく。

（２）｢一時金の安定確保｣の取り組み

一時金要求については、年間6ヶ月を基本とし、最低でも年間4ヶ月を確保することとする。

また、平均支給月数の獲得と同時に偏った配分によって著しく低い水準となる組合員が生じないよう最低月数の限度幅の検証を行なうなどの取り組みを進めることとする。
（３）｢時間外削減に向けた時間外割増率の引き上げ｣

　　　フード連合の時短政策に則り、総労働時間1,800時間の実現をめざした取り組みを行う中で、とりわけ時限共闘として、長時間労働の温床的要素でもある低水準の時間外割増率の引き上げ要求をすべての組合が取り組むこととする。

　　　割増率の引き上げについては、連合の掲げる｢時間外50％、休日100％、深夜50％｣をめざし、現在の割増率を段階的に引き上げていくこととする。

なお、具体的な要求目標の設定については、以下の考え方を基本に今後検討する。

①法定割増率25％の組合は、最低でも30％まで引き上げる。

②割増率30％をクリアしている組合は、現行割増率より5％以上、又は、月30時間（36協定）を超える時間外に対して割増率50％を要求する。
　　　
※時間外割増率については、｢均等割増賃金率｣を大きく下回り、国際的にも低く法定割増率は25％となっている。　　
※｢均等割増賃金率｣とは、既存労働者の割増率が何パーセントなら新規に雇った場合の雇用費用と同じになるかを示す数値をいう。

新たな労働投入に対して、雇用増によった場合の1時間当たり労働費用と、時間外の割増賃金が無いという前提で既存従業員の時間外労働によった場合の1時間当たり労働費用をそれぞれ算出し、どれだけの割増賃金率があれば両者が均衡するか厚生労働省の試算によると52.2％である。割増率50％を支払っても、新たに雇用するより低いコストということである。

（４）｢最低賃金の協定化に向けた取り組み｣


①食品に携わる労働者として、企業内最低賃金の協定化に向け、すべての構成組合が何らかのアクションを起こすこととする。

②具体的な企業内最低賃金の協定化と到達目標水準設定については、生活できる賃金（連合リビングウエイジ）の最低保障水準（148,000円）を基本に、フード連合の産業別最低賃金（7件）の実態協定を勘案し設定する。

③年齢別最低賃金については、フード連合の統一実態調査および賃金センサス等の分析結果をもとに、より実態に即した到達目標設定を検討する。その場合、規模別・地域別等も勘案する。　

④尚、取り組みにあたって、上記到達目標に向けた取り組みが困難な構成組合については、最低賃金の協定化に向けた取り組みが一歩でも前進するよう、段階的な取り組みを行うこととする。

協約化に向けて段階的な取り組みへの理解と集約方法等について検討していく。

（５）パート等の組織化と処遇改善
　　　同じ職場で働く仲間を代表する労働組合として、パート労働者等の待遇改善に関与していくことは、社会的にも重要な取り組みである。労働条件の明示など、法令遵守と「パートだから」という考え方に起因する差別的扱いを排除し、労使交渉によって均等待遇をめざす。
2007春闘において着実に前進できるよう取り組みを推し進めることとする。

　　　具体的には、全ての組合が以下の項目のうち一つ以上に取り組むこととする。

＜取り組み項目＞

1 パート労働者の組織化に取り組む

2 パート労働者の時間あたり賃金の引上げ目安は●●●円以上とする

3 パート労働者の福利厚生を含めた処遇改善に取り組む
①～③の取り組みが困難な組合においても、パート労働者の実態把握や対話、そして法令遵守の点検等を行うなど、今後の処遇改善に向けたとりくみに繋がる行動を起こすこととする。
　　なお、具体的な時間当たりの賃金引上げ額や取り組みについて今後検討していく。
４．その他の課題
取り組みを進めるにあたり、特に中小組合においては、春闘期間における交渉が年間の中心的な労使交渉の場となっていることもあり、春闘期間での取り組みの強化をはかることとする。なお、労働時間管理の徹底、総労働時間の短縮や65歳までの雇用確保についてはフード連合として年間を通して実現していく課題として重点課題に位置付けていることからも、取り組み時期は各構成組合の実情に応じて設定し実現を目指していくこととする。

（１）労働時間管理の徹底（不払い残業の撲滅）と総労働時間の短縮

　　　　労働時間管理の徹底の取り組みについて、特に不払い残業の撲滅に視点を置いた職場点検や36協定・特別条項など、職場の実態を把握し労働時間管理の徹底をはかる。

そのために労働時間の適正な管理に向けた、実際の時間外労働の実態などの把握方法など労使で確認しその協定化をはかる。

　　　　また、労働時間の短縮について、「年間総労働時間1800時間の実現」に向け、フード連合の時短政策の活用を図り各取り組み項目の推進をはかる。

　　　

（２）希望する者全員を対象とした65歳までの雇用確保

　　　・2006年4月1日に施行された65歳までの雇用確保の義務化の協定化の実施とその運用の検証を行うなど、希望者全員を対象とした65歳までの雇用の確保を図る。
（３）男女間の労働条件格差の是正

　　　・均等処遇実現のために、昇進・昇格基準の明確化など賃金制度の整備、コース別雇用管理の適正な運用等を通じ間接差別の是正を図る。　

（４）フード連合の政策課題の推進

　　　・フード連合は必要により春闘を通じ政策課題の推進と啓発活動を行っていく。　　

Ⅲ．闘いの進め方

　　　　具体的な闘争日程等は闘争方針（案）で提起し、第５回中央委員会（1月29日）で確定していく。

　

１．連合は、個別賃金の絶対水準を重視した相場形成と波及メカニズムの構築をめざしていく。07春闘は中小共闘、パート共闘のほか、新たな相場形成に向けた共闘のあり方について検討を進めるとともに、相乗効果の発揮によって未組織労働者への波及をはかるとしている。
２．連合の基本構想（闘争方針）を踏まえ、フード連合はヤマ場の相場形成に向け検討されている共闘に参加し、統一回答指定日に回答が集約できるよう、情報開示を通じた共闘体制を構築していく。また、すべての組合は、組合員と十分な論議を尽くし、フード連合の統一要求課題に積極的に取り組む。そのために、秋季・年末段階の早い時期から春季生活闘争に向けた前段交渉や労使協議を開始し、経営側に対し取り組みへの理解を求めていくこととする。

　

　３．解決ゾーンの設定については、全体の動向を見極めつつ、連合が示す回答引出しゾーンに向けて結集できる態勢を整え、ヤマ場に主要組合の決着が図られるよう態勢（新たな共闘軸への参加）をつくることとする。情報の開示については、賃金引上げ原資、賃金カーブ（体系）維持分、格差是正分原資、昇給昇格原資、個別賃金（代表銘柄）など、回答・決着段階で情報開示をできる限り行い妥結の集中と共有化に努める。

４．賃金制度や定期昇給制度がないなどの組合は、賃金実態を把握（プロット分析）し賃金カーブ維持分を算出した上でその賃金水準を検証し賃金の引上げをめざした取り組みを推し進める。

５．フード連合の主体性の発揮と相乗効果をより高めていくために、中央闘争委員会（中央執行委員会メンバー）を設置する。中央闘争委員会は、情報の共有や調整機能を高め、賃金改善要求を通じた賃金引き上げ原資の獲得に積極的な役割を果たすとともに、各部会・単組の連携強化に努める。なお、必要に応じヤマ場に向けて主要組合を中心に単組代表者会議を開催していく。
６．中小組合の闘いについても、早期決着がはかられるよう、連合の中小共闘センターに登録するとともに、中小労組に限定した情報提供・支援、中小労組固有の課題への対応を図っていく。

７．連合のパート共闘会議に登録し、集約結果の情報を開示するなどパート共闘に参加していく。

８．賃金・人事制度の改定提案等が想定される組合や春闘交渉時に提案があった場合、07春闘の賃上げ要求交渉とは切り離し別テーブルでの労使協議事項として区分けし、労使で十分かつ慎重に検討を行う。

≪当面の日程≫

	フード連合
	連　合

	10月19日　労働政策委員会｢基本構想案｣の検討
	10月13日 労働条件委員会｢基本構想｣の協議

	10月23日　　第2回中執　 ｢基本構想｣の決定
	10月17日　三役会議　　 ｢基本構想｣の審議

	11月21 日　労働政策委員会｢春闘方針案｣の検討
	10月19日　中執　　　　 ｢基本構想｣の決定

	11月29日　業種別部会　　　事務局長会議
	11月7～8日春闘討論集会 ｢基本構想｣の討議

	12月4～5日　討論集会　　 ｢春闘方針案｣の討議
	11月21日　　三役会議　  ｢闘争方針｣の協議

	12月11日　第3回中執　   ｢春闘方針案｣の審議
	11月24日　中執　　    ｢闘争方針案｣の決定

	1月29日第5回中央委員会 ｢春闘方針案｣の決定
	12月7日　　中央委員会　 ｢闘争方針｣の決定


以上、具体的な要求目標と闘い方については、春季生活方針（案）の提起時に明らかにしていく。　
＜参考＞

2006.10.19

連合２００７春季生活闘争　基本構想
Ⅰ．経済社会と勤労者生活の情勢認識
　１．好調を持続する企業・経済情勢
・06年４～６月期は、設備投資を中心とする内需型の成長で年率換算の実質1.0％の成長（内閣府）となった。06年度の成長率の見通しは、政府は実質2.1％、民間の予測は２％台後半で政府見通しよりも0.5％程度高い。

・過去３年間の実質成長率は、05年度3.2％、04年度1.7％、03年度2.3％となっており、中期的にみても実質成長率は２％を上回るものと思われる。

・企業業績は、ばらつきがあるものの、５年連続の増益見通し。日経新聞がまとめた06年４～６月期の連結業績は、経常利益が前年同期に比べ15％増加した。
・2006年度の設備投資計画（経済産業省）は、前年度比15.2％の増加、なかでも製造業は４年連続２ケタの伸びで24.3％増加。

・国内企業物価は３％前半で推移、８月（速報）は前年比3.4％の上昇。消費者物価は、東京の９月の速報値は0.4％の上昇。８月の全国は0.9％の上昇。民間エコノミストの06年度の見通しは0.6％程度の上昇と見ている。

・勤労者世帯の消費支出は、実質で２～３％の減少で推移している。実質可処分所得は、7月が一時金の伸び等でプラスとなったものの、それ以外の月はマイナスで推移。

・大型小売店の販売額の動きを見ても、消費の盛り上がりは感じられない。
２．２極化する勤労者生活

・完全失業率は高水準ながらも低下傾向にあり、８月は4.1％となった。また、８月の有効求人倍率は、前月比でわずかに下がり1.08倍となった。雇用情勢は、改善されつつあるが、非典型労働者の増加などによるものであり問題である。
・国民基礎調査（厚労省）によれば、生活意識について「苦しい（大変苦しい＋やや苦しい）」と答えた世帯数の割合は年々増加し、05年は56.2％に達した。なかでも、児童のいる世帯は60.1％が「苦しい」と答えている。

・民間給与の実態（国税庁）から給与階級（年間収入）の分布を05年とその5年前を比較すると、300万円以下の層が増加し、300万円超の層が減少している。

・06年版労働経済白書によると、男性一般労働者の30～40歳台で賃金格差が拡大。また、男性労働者の学歴間賃金格差は長期的に拡大傾向にあると指摘している。

・被生活保護世帯は、2000年度は約75万世帯であったものが、05年度は約104万世帯に増加している。

・年金保険料の引き上げや定率減税の廃止などの負担増が既に決まっており、さらなる増税や負担増・給付減（可処分所得の減少）の動きもはじまっている。

・規模間、業種間の賃金格差拡大が続いている。また、パート・有期契約・派遣・請負等の労働者は増加し続け、雇用形態別の格差が依然として拡大している。

・年間総実労働時間（毎勤統計）は、年々減少し05年では1802時間となったが、これはパート労働者（1140時間）の増加が影響しており、一般労働者では2028時間となっている。また、週60時間以上働く人の割合は12.2％となっているが、なかでも30代男性は23.7％の人が週60時間以上働いており、労働時間も長短の２極化が見られる。
３．マクロで見た分配の歪み

・好調な企業業績が消費に結びつかず低迷しているが、その原因の一つに分配率の問題がある。マクロでみた労働分配率は、97年以降低下が続き05年は59.8％（97年は66.0％）にまで低下した。逆に企業への分配率は、18.6％から26.1％まで上昇している。

・法人企業統計（資本金10億円以上の企業）から見た付加価値分配率も、勤労者に対する分配率の低下が見られる。01年と05年を比較すると、配当は2.8倍、役員給与・賞与は1.9倍に増加しているのに対し、付加価値に占める人件費は6.7％減少している。

※　なお、人件費比率の低下は、正規従業員の減少とパート・契約・派遣・請負労働者などの増加も背景にある。
Ⅱ．２００７春季生活闘争の基本的な枠組み
１．２００７春季生活闘争の基本スタンス

春季生活闘争の役割は、労働者の生活の維持・向上をめざし、社会的な分配のあり方に労働組合として関与することによって、マクロ経済への影響力を発揮し、拡大した格差を是正することである。このため連合は社会的メッセージを発信する。

2007春季生活闘争では、マクロで見た分配の歪みの是正と配分のあり方を見直しのため、下記の課題に積極的に取り組む。
(1) マクロの視点に立った基本的な考え方として、実質１％以上の成果配分を通じて労働分配率の改善を行う。

(2) 月例賃金を重視した賃金改善に積極的に取り組む。

(3) 未組織を含む全雇用労働者を視野に入れた配分のあり方を見直す必要がある。このため、中小企業労働者やパート労働者等など、所得が低い層を重視した全体の底上げをはかる。
(4) 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）をはかるため、総実労働時間の短縮に向けた取り組みを強化する。
※　一人あたりの実質ＧＤＰの伸び率（実質生産性）は、年によって違いがあるが長期的なトレンドで見ると１％強となっている。
２．すべての組合が取り組む課題（07年のミニマム運動課題）
(1)「賃金カーブ維持分」と「物価上昇分」を確保したうえで、賃金改善に取り組む
(2) 規模間や男女間等の格差是正、均等待遇の実現に向け継続的に取り組む。
(3) 全従業員対象の企業内最低賃金を協定化する。
(4) 長時間労働の削減に向けて、出退勤時間管理の徹底、労働時間の把握方法等について労働時間管理の協定化と、時間外割増率30％、休日割増率40％の達成をめざす。

※　(2)についてはさらに具体化に向け検討する。
　

Ⅲ．具体的な取り組み課題

１．政策制度の課題（政策委員会）
２．生活改善に対する取り組み
(1) 基本的考え方
①　賃金カーブ維持分と物価上昇分を確保したうえで、生活向上分としてのベースアップや時間給の引き上げ、格差是正、賃金カーブの是正、低賃金層の底上げ等によって、昨年を上回る「賃金改善」を行う。

②　仕事と生活の調和の観点から、年間総実労働時間1800時間の実現のために、労働時間の短縮、不払い残業の撲滅の取り組みや割増率の引き上げによって、働き方の改善を行う。

③　生活のベースとなる月例賃金の改善を最優先し、年間収入の維持・向上をめざす。
(2) 中小・地場組合の賃金改善（中小労働委員会で協議）
①　単組は、自らの賃金実態や賃金カーブの課題を把握し、社会水準や生計費等との比較、時系列での分析などを行い、その是正に取り組む。
②　産別・地方連合会は、中小・地場共闘を通じてこうした取り組みを支援する。
③　賃金引き上げの要求目安を設定する。
(3) パート労働者等の待遇改善（パート共闘会議で検討）
【基本目標】
労働条件の明示など、法令遵守と「パートだから」という考え方に起因する差別的取り扱いを排除し、労使交渉によって均等待遇をめざす。

【具体的な取り組み課題（要求項目）】
① 「同一価値労働同一賃金」を基本とした、労働条件決定システムにおけるフルタイム正社員とパート労働者等との整合性が確保された人事・賃金制度づくりをめざす。
②　パート等を含む企業内最低賃金協定の締結と協定額の引き上げをはかる。
③　一般労働者の時間あたり賃金を考慮した、パート労働者の時間あたり賃金の積極的な改善に取り組む。
④　その他パート労働者の待遇改善に関与する。
(4) 男女間の労働条件格差の是正（男女平等委員会で検討）－別紙－

(5) 賃金水準の参考目標値
○35歳勤続17年労働者
所定内賃金 　　　　　　　　　円以上
○30歳勤続12年労働者
所定内賃金 　　　　　　　　　円以上
○18歳初任給                     円以上
３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた働き方の改善とワークルールの課題
法令や労働協約を守り、現状の働き方を改善する取り組みを通じて、働く側の選択肢が保障され、仕事と生活の調和がはかれる公正な働き方の実現をめざす。
(1) 労働時間短縮による働き方の改善

総実労働時間1800時間実現をめざし、社会的な動きをつくるため次の取り組みを行う。

①  所定労働時間の短縮（休日の増加、１日の労働時間の短縮等）

②  労働時間管理の徹底と不払い残業撲滅の取り組みを強化する。このため、３６協定の協定内容の再確認など総点検運動を行い、職場の時間外労働の管理を徹底する。
③　恒常的な時間外労働を削減するため、すべての組合が時間外割増率30％、休日割増率40％の達成をめざす。さらに、連合の目標（時間外50％、休日100％）の実現に努める。
(2) ワークルールの課題
①　改正高年者雇用安定法への対応を徹底する。
希望する者全員が65歳までの就労が可能となる制度の実現をはかる。同時に組合員化を推進する。
②　連合、産別、地方連合会が連携してワークルールの確立に取り組む。
パート・有期契約・派遣・請負等労働者のワークルール、安全衛生（アスベスト対策含む）、労働時間管理など、直近の法改正への対応を含め、法令と労働協約の遵守を徹底する。業務請負契約をしているところは、労使協議を通じて適正な内容であるかのチェックを行い、問題がある場合は直ちに是正するよう求める。
職場点検活動、労働相談活動等の計画的・効果的な配置を検討する必要がある。

　 ③　男女平等の観点から（男女平等委員会）－別紙－
　④　労働時間中に、裁判員候補者として地方裁判所の呼び出しを受けた場合、および裁判員として地方裁判所に出席する場合は、有給扱いとする労働協約の締結を進める。
 ※　09年度にスタートする裁判員制度は，国民から無作為に選ばれた裁判員が，殺人，傷害致死などの重大事件の刑事裁判で裁判官と一緒に裁判をする制度。
(3) パート・契約・派遣労働者に対する正社員化への取り組み
同じ職場で働くパート・契約・派遣労働者などの正社員化に向けた労使協議を強める。

　  ※　一般の派遣労働者は、派遣可能期間を超えて派遣労働者を使用する場合には、雇用契約の申し込み義務がある。専門型業務は、３年を超える期間継続して同一労働者を受け入れる場合で、その業務に労働者を雇い入れようとするときは、その派遣労働者に雇用契約の申し込み義務がある。

４．最低賃金の課題
すべての労働者が、最低限の生活ができる賃金水準を実現すべく、社会的な水準規制を行う。
(1) 企業内最低賃金の取り組み
①　すべての組合で企業内最低賃金の協定化を行い、法定最低賃金の引き上げに結びつける。
②　全従業員対象の企業内最低賃金の目標水準は、リビングウェイジをもとに設定する。（連合は、さいたま市で調査した単身最低生計費148,000円÷法定労働時間174時間＝850円／ｈを代表させるが、産別、地域によっては延岡市で調査した最低生計費も活用する）
(2) 法定最低賃金の課題
①　産業別最低賃金の継承・発展と地域別最低賃金の機能強化を推進する。
②　そのために、最低賃金部会の動きに対応し、最低賃金対策会議や全国会議を適宜開催する。

③　組織労働者の賃金改定結果を踏まえ、法定最低賃金の引き上げを行う。
５．取引関係の改善と公契約に関わる運動
(1) ＣＳＲ（企業行動規範の作成と関連企業への説明など）やグループ労使会議、行政の認定制度（貨物輸送の安全性優良事業所制度等）などを活用し、取引関係の改善を進める。
(2) 重点地区の設定を検討するなど、公契約に関わる運動を前進させる。
Ⅳ．闘いの進め方

１．賃金の相場形成・波及メカニズムの構築
(1) 個別賃金の絶対水準を重視した相場形成と、波及メカニズムの構築をめざしていく。07年は中小共闘、パート共闘のほか、相場形成に向けた共闘のあり方について検討を進めるとともに、相乗効果の発揮によって未組織労働者への波及をはかる。

(2) 交渉結果についてどのように把握し、相互の情報開示によってどのように相場形成に結びつけるか。（要検討）

(3) 労働基本権を背景とした春季生活闘争にこだわる取り組み。
２．効果的な相場波及の取り組み
(1) 日本経団連をはじめとする経営者団体に対し、連合としての主張を明確にする。
(2) 全地方連合会に設置された地方共闘の役割を明確にし、機能を強化することにより、地場交渉の促進をはかる
(3) パート共闘会議を昨年に続き設置する。
(4) 中小共闘をさらに強化する。

(5) 新しい共闘体制のあり方を検討し、ヤマ場における相乗効果を発揮する。
(6) 情報開示や集約方法などを検討し、内容の充実と波及につとめる。
３．闘争機関の設置
(1) 中央闘争委員会

(2) 戦術委員会
(3) 拡大戦術委員会
(4) 中小共闘センター
(5) パート共闘会議 

(6) 新しい共闘のあり方の検討
４．要求書の提出と回答ゾーンの設定
効果的なヤマ場の設定と回答引き出しについて

５．通年的取り組みの強化
(1) 職場点検活動
(2) 労働相談
(3) 格差是正フォーラム

　　10月31日　ホテルベルクラシック
(4) 取引関係や公契約の課題についての取り組み方をどうするか？
Ⅴ．当面の日程
10月17日　　　三役会議

10月19日  　　中央執行委員会　　　　「基本構想」の決定

10月20日　　　07春季生活闘争キック・オフ意見交換・交流集会

10月27日　　　中小労働委員会

11月７～８日　春季生活闘争討論集会　「基本構想」をもとに討議　

11月14日　　　パート共闘会議発足
11月10日　　　労働条件担当者会議

11月15日　　　労働条件委員会
11月21日　　　三役会議　　　　　
11月24日  　　中央執行委員会　　　　「闘争方針(案)」の決定
12月７日  　　中央委員会　　　　　　「闘争方針」の決定
以　上
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